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１ 目的及び趣旨 
宅地造成及び特定盛土等規制法は、令和３年７月に静岡県熱海市において発生した土石

流災害を契機として、盛土等による災害から国民の生命・身体を守るため、令和５年５月
２６日に施行されました。 

この法律に基づき指定された、「宅地造成等工事規制区域」及び「特定盛土等規制区域」
において、一定規模以上の宅地造成、特定盛土等又は土石の堆積に関する工事を行う場合
は、あらかじめ許可を受ける必要があります。 

本手引きに記載の法令等名及び用語の定義は、下表のとおりです。 
 

表１－１ 法令等名 
略称 法令等名 

法 宅地造成及び特定盛土等規制法（昭和 36 年法律第 191 号） 
政令 宅地造成及び特定盛土等規制法施行令（昭和 37 年政令第 16 号） 
省令 宅地造成及び特定盛土等規制法施行規則（昭和 37 年建設省令第 3 号） 
条例 豊田市宅地造成及び特定盛土等規制法施行条例（令和 5 年条例第 72 号） 
細則 豊田市宅地造成及び特定盛土等規制法施行細則（平成 10 年規則第 30 号） 
手続条例 豊田市開発事業に係る手続等に関する条例（平成 29 年条例第２号） 

 
表１－２ 用語の定義 

用語 定義 
崖 地表面が水平面に対し３０度を超える角度をなす土地（擁壁等で法

面を保護する場合も含む。）。ただし、硬岩盤（風化の著しいものを
除く。）以外のもの。 

崖面 崖の地表面 
宅地 農地、採草放牧地及び森林並びに道路、公園、河川その他公共の用

に供する施設の用に供されている土地以外の土地 
農地等 農地、採草放牧地及び森林 
土石 土砂若しくは岩石又はこれらの混合物 

土砂:次の①から⑤までのいずれかに該当するもの 
① 地盤を構成する材料のうち、粒径 75mm 未満の礫、

砂、シルト及び粘土（以下「土」という。） 
② 地盤を構成する材料のうち、粒径 75mm 以上のもの

（以下「石」という。） を破砕すること等により土と同
等の性状にしたもの 

③ 地盤を構成する材料のうち、土に植物遺骸等が分解され
ること等により生じた有機物が混入したもの 

④ 土にセメント、石灰若しくはこれらを主材とした改良
材、吸水効果を有する有機材料又は無機材料等の土質性
状を改良する材料その他の性状改良材を混合等したもの 

⑤ 建設廃棄物等の建設副産物を土と同等の性状にしたもの 
岩石:石のほか、建設副産物を石と同等の性状にしたもの 
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宅地造成 宅地以外の土地を宅地にするために行う盛土その他の土地の形質の
変更で許可を要する規模のもの 

特定盛土等 宅地又は農地等において行う盛土その他の土地の形質の変更で、当
該宅地又は農地等に隣接し、又は近接する宅地において災害を発生
させるおそれが大きいもので、許可を要する規模のもの。（本市で
は、条例により宅地造成許可を要する規模と等しいものとする。） 

土石の堆積 一定期間を経過した後に除却することを前提とした、土石（土砂若
しくは岩石又はこれらの混合物）を一時的に堆積する行為で、土石
の堆積の許可期間が 5 年以内のもの 

宅地造成等 宅地造成、特定盛土等又は土石の堆積 
擁壁等 擁壁、崖面崩壊防止施設、排水施設若しくは地滑り抑止ぐい又はグ

ラウンドアンカーその他の土留 
宅地造成等工事規制
区域（宅造区域） 

市街地や集落、その周辺など、宅地造成、特定盛土等又は土石の堆
積の行為が行われれば、人家等に危害を及ぼしうるエリア 

特定盛土等規制区域
（特盛区域） 

市街地や集落などから離れているものの、地形等の条件から特定盛
土等又は土石の堆積の行為が行われれば、人家等に危害を及ぼしう
るエリア 

盛 
土 
タ 
イ 
プ 

平地盛土 勾配 1/10 以下の平坦地において行われる盛土で、谷埋め盛土に該
当しないもの 

腹付け盛土 勾配 1/10 超の傾斜地盤上において行われる盛土で、谷埋め盛土に
該当しないもの 

谷埋め盛土 谷や沢を埋め立てて行う盛土 
渓流等 渓床勾配 10 度以上の勾配を呈し、0 次谷を含む一連の谷地形（山間

部における河川の流水が継続して存する土地その他の宅地造成又は
特定盛土等に伴い災害が生ずるおそれが特に大きいもの） 
0 次谷:常時流水のない谷型の地形で、地形図の等高線の凹み具合か
ら、等高線群の間口よりも奥行が小さくなる地形 

渓流等の範囲 渓流等の底部の中心線からの距離が 25ｍ以内の範囲 
崖面崩壊防止施設 擁壁以外の崖面の崩壊を防止するための施設で、崖面を覆うことによ

り崖の安定を保つことができるもので、地盤の変動が生じた場合にお
いても崖面と密着した状態を保持することができ、地下水を有効に排
除することが可能な構造を有する施設 

工事主 宅地造成等に関する工事の請負契約の注文者又は請負契約によらな
いで自らその工事をする者 

工事施行者 宅地造成、特定盛土等若しくは土石の堆積に関する工事の請負人又は
請負契約によらないで自らその工事をする者 

工事主の役員等 ・工事主の役員（業務を執行する社員、取締役、執行役又はこれらに準ずる
者をいい、相談役、顧問その他いかなる名称を有する者であるかを問わず、
法人に対し業務を執行する社員、取締役、執行役又はこれらに準ずる者と同
等以上の支配力を有するものと認められる者を含む。） 
・発行済株式総数の 5/100 以上の株式を有する株主又は出資の額の
5/100 以上の額に相当する出資をしている者（申請者が法人である
場合において、当該株主又は出資している者があるときに限る。） 
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２ 宅地造成等工事規制区域及び特定盛土等規制区域 
 豊田市の「宅地造成等工事規制区域」及び「特定盛土等規制区域」は図 2 のとおりで
す。詳細はホームページをご確認ください。 
 なお、豊田市では「豊田市宅地造成及び特定盛土等規制法施行条例」の規定により、い
ずれの規制区域においても、許可が必要な規模は同一となります。 
  図２ 規制区域図 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
３ 許可を要する工事 
 規制区域内において行う一定規模以上の宅地造成、特定盛土等又は土石の堆積に関する
工事（表３）については、許可を受ける必要があります。なお、当初許可対象規模未満の
工事でも、許可対象規模に変更する場合は改めて盛土規制法の許可が必要です（開発許可
の変更許可により、許可対象規模に変更する場合も盛土規制法の許可が必要です。）。 

 
 
 
 

https://www.city.toyota.aichi.jp/jigyousha/toshikeikaku/1030027/10573
51/1058118.html 
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表３ 許可を要する工事の規模 
宅地造成、特定盛土等 

① 

 
 
 

 

盛土で高さ※１１ｍ超の崖ができる工事 
※最下端から最上端までの垂直高さ 

② 

 
 
 

 

切土で高さ※１２ｍ超の崖ができる工事 

③ 

 
 
 

 

盛土と切土を同時に行い高さ※１２ｍ超の崖ができ
る工事（①、②以外） 

④ 

 
 
 

 

盛土で高さ※１２ｍ超の工事(①、③以外) 

⑤ 

 
 
 

 

①~④以外で盛土又は切土を行う土地の面積 500
㎡超の工事（高さ※２30cm 超の盛土又は切土に限
る）  ※図３参照 

土石の堆積 

⑥ 

 
 
 

 

以下のいずれかに該当する工事 
最大堆積時に 
・高さ２ｍ超かつ面積 300 ㎡超の工事 
・面積 500 ㎡超の工事（高さ※２30cm 超の堆積に限る） 

※１ 盛土又は切土の最下端から最上端までの垂直高さ  ※２ 同一の位置における標高差 

 

⑤の場合における面積の算定方法は図３のとおりです。 
 

図３ ⑤における面積の算定方法 
 
 
 
 
 
 

許可の要否を判断する規模:Ａ 
許可申請書の「盛土又は切土をする土地の面積」:Ａ＋Ｂ 
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４ 許可を要しない工事 
 以下の表４に掲げる工事については、法第１２条第１項又は第３０条第１項に基づく許
可は不要です。ただし、工事完了後に災害が発生するおそれのある危険な状態になってい
る場合は、法第２３条又は第４２条の規定による改善命令を受ける可能性があるため、各
種法令等に適合した適切な工事を行ってください。 
 

表４ 許可を要しない工事 
区分 具体的な内容 

公共施設用地注 1 
（法第２条第１項第 1 号） 
（政令第２条） 
（省令第１条） 

・道路、公園、河川、砂防設備、地すべり防止施設、海岸保全施設、津波防
護施設、港湾施設、漁港施設、飛行場、航空保安施設、鉄道、軌道、索道、
無軌条電車の用に供する施設、雨水貯留浸透施設、農業用ため池、防衛施設
周辺の生活環境の整備等に関する法律第２条第２項に規定する防衛施設 
・国又は地方公共団体が管理する学校、運動場、緑地、広場、墓地、廃棄物
処理施設、水道、下水道、営農飲雑用水施設、水産飲雑用水施設、農業集落
排水施設、漁業集落排水施設、林地荒廃防止施設、急傾斜地崩壊防止施設 

災害の発生するおそれがないと認
められる工事 
（法第 12 条第１項、第 27 条第
１項、第 30 条第１項） 
（政令第５条第１項、第 27 条、
第 29 条第１項） 
（省令第８条第１項） 

・鉱山保安法に基づく鉱物の採取（鉱業上使用する特定施設の設置の工事
等） 
・鉱業法に基づく鉱物の採取（認可を受けた施業案の実施に係る工事） 
・採石法に基づく岩石の採取（認可を受けた採取計画に係る工事） 
・砂利採取法に基づく砂利の採取（認可を受けた採取計画に係る工事） 
・土地改良法に基づく土地改良事業（農業用用排水施設の新設等）等 
・火薬類取締法に基づく火薬類の製造施設の周囲に設置する土堤の設置等 
・家畜伝染病予防法に基づく家畜の死体等の埋却 
・廃棄物の処理及び清掃に関する法律に基づく廃棄物の処分等 
・土壌汚染対策法に基づく汚染土壌の搬出又は処理等 
・平成 23 年３月 11 日に発生した東北地方太平洋沖地震に伴う原子力発電
所の事故により放出された放射性物質による環境の汚染への対処に関する特
別措置法に基づく廃棄物又は除去土壌の保管又は処分 
・森林の施業を実施するために必要な作業路網の整備に関する工事注２ 
・国、地方公共団体、一定の国みなし法人が非常災害のために必要な応急措
置として行う工事 
・工事の施行に付随して行われる土石の堆積注３であって、当該工事に使用
する土石又は当該工事で発生した土石を当該工事の現場注４又はその付近注５

に堆積するもの 
みなし許可となる工事 
（法第 15 条、第 34 条） 

・国又は都道府県、指定都市もしくは中核市と許可権者の協議が成立した工
事 
・開発許可（都市計画法第 29 条第 1 項、第 2 項の許可）を受けて行われる
工事 

届出が必要となる工事 
（法第 21 条、第 40 条） 
 

・規制区域の指定の際、既に行われている工事 
・高さ 2ｍ超の擁壁、排水施設等の全部又は一部の除去工事をする場合 
（許可を受けたものを除く） 
・公共施設用地を宅地又は農地等に転用した場合 
（許可を受けたものを除く） 
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その他法の対象外となる 
行為 

・農地及び採草放牧地において行われる通常の営農行為注６（通常の生産活
動並びにほ場管理のための耕起、代かき、整地、畝立、けい畔の新設、補修
及び除去、前後の土地の標高差が 30 ㎝を超えない表土の補充） 
・開発等を行う区域内に存在する自然崖や、当該自然崖を保護するための擁
壁等 
・自然災害により被災した宅地や農地等の土地を原状回復する行為 
・建築物等の工作物の建築・築造に伴う掘削および埋戻し 
・地中埋設物（建築物の基礎等）の撤去のための床堀及び埋戻し 
・主として土石に該当しない商品又は製品を製造する工場等の敷地内におい
て堆積された、商品又は製品の原材料となる土石の堆積 
（ただし、主たる商品が土石に該当する土質改良プラント等の工場等の敷地
内の土石の堆積は許可必要） 
※土石に該当しない商品又は製品の例:生コンクリート、コンクリート二次製品 
・建築物等の工作物の解体工事により崖面が生じる工事 
（ただし、既存の切土に該当するため改善命令や勧告対象となる） 

注１ 
注２ 
注３ 
 
 
 
注４ 
 
 
 
注５ 
 
 
注 6 

公共施設用地を宅地に変更する場合は、許可が必要です。 
詳しくは、当市森林課で確認してください。 
「工事の施行に付随して行われる土石の堆積」とは、主となる本体工事があった上で、当該工事に使用
する土石や当該工事から発生した土石を当該工事現場やその付近に一時的に堆積する場合の土石の堆積
で、本体工事に係る主任技術者（建設業法（昭和 24 年法律第 100 号）第 26 条第１項に規定する主任
技術者をいう。以下同じ。）等が本体工事の管理と併せて一体的に管理するものをいいます。 
「工事の現場」とは、工事が行われている土地を指します。なお、請負契約を伴う工事にあっては、請
負契約図書、工事施行計画書その他の書類で工事の現場として位置付けられた土地（本体の工事が行わ
れている土地から離れた土地を含む。）については、工事の現場として取り扱います（図４－１、図４－
２）。 
「工事の現場の付近」とは、本体工事に係る主任技術者等が本体の工事現場と一体的な安全管理が可能
な範囲として、容易に状況を把握し到達できる工事現場の隣地や隣地に類する土地が該当します（図４
－３）。 
詳しくは、当市農業委員会で確認してください。 
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図４－１ 工事の施行に付随して行われる土石の堆積（その１） 
 
 
 
 
 
 
 

図４－２ 工事の施行に付随して行われる土石の堆積（その２） 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
図４－３ 工事の施行に付随して行われる土石の堆積（その３） 
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５ 宅地造成、特定盛土等及び土石の堆積に関する工事の許可の申請 
５－１ 許可申請手続の流れ 

宅地造成及び特定盛土等に関する工事の手続の流れを図５－１に、土石の堆積に関する
工事の手続の流れを図５－２に示します。 

 
図５－１ 宅地造成及び特定盛土等に関する工事の手続の流れ 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

工事現場に、許可を受けた旨の表示 

 

許可内容適合の検査 

 工事主の氏名、現場の所在を公表 

都計法開発許可を受
けた工事にも適用 

土地所有者の同意 盛土等を行う土地所有者全員の同意 

許可基準への適合 

許    可 

標 識 設 置 

定 期 報 告 

中 間 検 査 
（合格証交付） 

完 了 検 査 
（検査済証交付） 

都計法開発許可を受け
た場合は許可を受けた
とみなされるため不要 

【6－1 参照】 

一定規模以上の工事は、工事状況を３か月ごとに報告 

周辺住民へ事前周知 
開発手続条例の適用を受けない盛土等のみ実施 

中 間 報 告 

許可申請 

工事着手 

工事完了 

【６－２参照】 

許可条件に付す、重要だが工事完了時に確認困難とな
る工程の施行状況の報告 

手続条例で既に
行っている場合
は不要 

【６－３参照】 

一定規模以上の工事で、暗渠排水等の排水施設を設置
する場合は、工事完了後に確認困難となる工程を検査 

 

「宅地造成及び特定盛土等規制法に係る審査基準」参照 
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図５－２ 土石の堆積に関する工事の手続の流れ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

工事現場に、許可を受けた旨の表示 

土地所有者の同意 土石の堆積を行う土地所有者全員の同意 

許可基準への適合 

許    可 

標 識 設 置 

定 期 報 告 

確 認 
（確認済証交付） 

周辺住民へ事前周知 
開発手続条例の適用を受けない盛土石の堆積の
み実施 

許可申請 

工事着手 

工事完了 

手続条例で既に
行っている場合
は不要 

「宅地造成及び特定盛土等規制法に係る審査基準」参照 

 工事主の氏名、現場の所在を公表 

【6－1 参照】 

一定規模以上の工事は、工事状況を３か月ごとに報告 

全ての土石が除却されていることを確認 
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５－２ 住民周知 
 宅地造成等で許可が必要な工事を行う場合は、あらかじめ、住民等（居住者、建物所有
者、建物占有者、事業区域及び住民周知の範囲に属する自治区の代表者）への周知を行う
必要があります（法第１１条、第２９条）。 
（１）周知範囲等は表５－１をご確認ください。 
 
 表５－１ 住民周知の範囲 

盛土等の区分 

 

住民周知範囲 模式平面図 

（枠内:住民周知範囲） 

模式断面図 

平地盛土 

土石の堆積 

Ｌ≦２Ｈ 

Ｌ:住民周知範囲 

Ｈ:盛土高 

 

  

切土 Ｌ≦２Ｈ 

Ｌ:住民周知範囲 

Ｈ:盛土高 

 

   

腹付け盛土 ℓ≦５ｈ 

ｈ:盛土のり肩までの高さ 

ℓ:住民周知範囲（盛土のり肩

から下方の水平距離） 

 

 

 
 

腹付け盛土の

うち、ℓの中

に渓流のある

もの 

 

 

ℓ≦５ｈ 

ｈ:盛土のり肩までの高さ 

ℓ:住民周知範囲（盛土のり肩

から下方の水平距離） 

ℓ以内に渓床が存在する場合は

渓床勾配２°以上かつ渓流から両

幅２５ｍの区間。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・渓流等にお

ける盛土 

・谷埋め盛土 

渓床勾配２°以上かつ渓流から両

幅２５ｍの区間。 

 

 

 

 

ℓ 渓床 

25m 
25m 

勾配 2°
以上 

勾 配 2 °
未満 

25m 

 

25m 

渓床勾配２°以上 

ℓ 

ℓ 

勾配 2°
以上 

勾 配 2 °
未満 

L 

L 

L 
L 

L 

ℓ 
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（２）住民等への周知は以下のいずれかの方法によってください。 
①説明会の開催 
②工事内容記載書面の周辺住民等への配布 
③工事内容の掲示及びインターネットによる周知 

また、当該事業が手続条例に該当する場合は、手続条例に則って周知してください。 
なお、渓流等又はこれに類する土地で、高さが 15 メートルを超える盛土をする場合

は、必ず説明会を開催する必要があります。 
 
（３）周知する工事の具体的内容は表５－２のとおりです。 
 

表５－２ 周知する工事の具体的内容 
区分 項目 

宅地造成又は特定盛土等 

①工事主の氏名又は名称 
②工事が施行される土地の所在地 
③工事施行者の氏名又は名称 
④工事の着手予定日及び完了予定日 
⑤盛土又は切土の高さ 
⑥盛土又は切土をする土地の面積 
⑦盛土又は切土の土量 

土石の堆積 

①工事主の氏名又は名称 
②工事が施行される土地の所在地 
③工事施行者の氏名又は名称 
④工事の着手予定日及び完了予定日 
⑤土石の堆積の最大堆積高さ 
⑥土石の堆積を行う土地の面積 
⑦土石の堆積の最大堆積土量 
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５－３ 標準処理期間 
 標準処理期間とは、申請が豊田市に到達してから当該申請に対する処分をするまでに通
常要すべき標準的な期間です。 
 
 表５－３ 標準処理期間 

許認可等の種類 根拠法令 標準処理期間（日） 
宅地造成及び特定盛土等に関する
工事の許可 

法第１２条第１項 
法第３０条第１項 

３０ 

土石の堆積に関する工事の許可 法第３０条第１項 １４ 
※標準処理期間は、適正な申請を前提としているので、書類の不備の訂正等に要する期間は

含みません。 
※標準処理期間の日数は、豊田市の休日を定める条例による市の休日（土曜日、日曜日、国

民の祝日に関する法律で定める休日、１２月２９日から１月３日）は含みません。 
※標準処理期間は、あくまで標準的な処理期間であり、申請内容によっては、実際の処理日

数が標準処理期間を超える場合もあります。 

 
 
５－４ 設計者の資格 
（１）宅地造成等に関する工事が、次のいずれかに該当している場合は、宅地造成等に関

する工事の設計者が資格を有していることが必要です。 
  ア 高さが５ｍを超える擁壁を設置する場合 
  イ 盛土又は切土をする土地の面積が１,５００㎡を超える土地において排水施設を設

置する場合 
（２）（１）の設計者の資格について、表５－４のいずれかに該当している必要がありま

す。 
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表５－４ 設計者の資格 
法令 資格 備考 

政 
令 
第 
22 
条 

1 号 学校教育法（昭和 22 年法律第 26 号）による大学（短期大学を除く。）又は旧
大学令（大正 7 年勅令第 388 号）による大学において、正規の土木又は建築に
関する課程を修めて卒業した後、土木又は建築の技術に関して 2 年以上の実務
の経験を有する者であること。 

 

2 号 学校教育法による短期大学（同法による専門職大学の前期課程を含む。次号に
おいて同じ。）において、正規の土木又は建築に関する修業年限 3 年の課程（夜
間において授業を行うものを除く。）を修めて卒業した後（同法による専門職大
学の前期課程にあっては、修了した後。同号において同じ。）、土木又は建築の
技術に関して 3 年以上の実務の経験を有する者であること。 

 

3 号 前号に該当する者を除き、学校教育法による短期大学若しくは高等専門学校又
は旧専門学校令（明治 36 年勅令第 61 号）による専門学校において、正規の土
木又は建築に関する課程を修めて卒業した後、土木又は建築の技術に関して 4
年以上の実務の経験を有する者であること。 

 

4 号 学校教育法による高等学校若しくは中等教育学校又は旧中等学校令（昭和 18
年勅令第 36 号）による中等学校において、正規の土木又は建築に関する課程
を修めて卒業した後、土木又は建築の技術に関して 7 年以上の実務の経験を有
する者であること。 

 

省 
令 
第 
35 
条 

1 号 土木又は建築の技術に関して 10 年以上の実務の経験を有する者で、都市計画
法施行規則第 19 条第 1 号トに規定する講習を修了した者 

講習の修了
証等の添付
が必要 

2 号 前号に掲げる者のほか国土交通大臣が政令第 22 条 1 号から 4 号までに掲げる
者と同等以上の知識及び経験を有する者であると認めた者 
【国土交通大臣が認める者は以下のとおり】 
ア 学校教育法（昭和 22 年法律第 26 号）による大学（短期大学を除く。）の
大学院若しくは専攻科又は旧大学令（大正 7 年勅令第 388 号）による大学の大
学院若しくは研究科に 1 年以上在学して土木又は建築に関する事項を専攻した
後、土木又は建築の技術に関して 1 年以上の実務の経験を有する者 
イ 技術士法（昭和 58 年法律第 25 号）による第二次試験のうち技術部門を建
設部門、農業部門（選択科目を「農業農村工学」とするものに限る。）、森林部
門（選択科目を「森林土木」とするものに限る。）又は水産部門（選択科目を「水
産土木」とするものに限る。）とするものに合格した者（技術士法施行規則の一
部を改正する省令（平成 15 年文部科学省令第 36 号）の施行の際現に技術士法
による第二次試験のうちで技術部門を林業部門（選択科目を「森林土木」とす
るものに限る。）とするものに合格した者及び技術士法施行規則の一部を改正す
る省令（平成 29 年文部科学省令第 45 号）の施行の際現に技術士法による第二
次試験のうちで技術部門を農業部門（選択科目を「農業土木」とするものに限
る。）とするものに合格した者を含む。） 
ウ 建築士法（昭和 25 年法律第 202 号）による一級建築士の資格を有する者 
エ アからウに掲げる者のほか、国土交通大臣が宅地造成及び特定盛土等規制
法施行規則第 35 条第 1 号に掲げる者と同等以上の知識及び経験を有すると認
める者 

（令和 5 年 5 月 26 日告示第 4 号） 

資格証等の
添付が必要 

 
 
５－５ 許可申請に必要な書類 
 許可申請時には、表５－５又は表５－６に示す書類を２部（正本、副本各１部）を提出
してください。 
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表５－５ 宅地造成又は特定盛土等に関する工事の許可申請に必要な書類 
書類の名称 明示すべき事項 縮尺 備考 

□許可申請書   □【省令様式第２】 
□委任状   ※申請手続を委任する場合のみ。 

□位置図 □方位 
□道路及び目標となる地物 

□/10,000 
以上 

 

□地形図（現況図） □方位、□土地の境界線（赤枠）、 
□地盤高（現況） 

□1/2,500 
以上 

□等高線は２ｍの標高差を示すも
のとすること。 

□土地の平面図 

□方位、□土地の境界線（赤枠）、 
□地盤高（現況、計画）、□盛土又は切土
をする土地の部分、□のり面勾配、□のり
面保護工 
□以下の位置 

□崖、□擁壁、□崖面崩壊防止施設、 
□排水施設、□地滑り抑止ぐい又はグ
ラウンドアンカー、□その他の土留、 
□段切り 

□1/2,500 
以上 

□定期報告・中間検査の要否 
□断面図を作成した箇所に断面図

と照合できるように記号を付す
ること。 

□植栽、芝張り等の措置を行う必
要がない場合は、その旨を付す
ること。 

□擁壁、崖面崩壊防止施設及び排
水施設については、申請書と照
合できるよう番号を付すこと。 

□盛土部分は緑色、切土部分は茶
色で着色すること（別図とする
ことも可）。 

□土地の断面図 

□盛土又は切土をする前後の地盤面、 
□のり面勾配、□段切り、□のり高 
 

□1/2,500 
以上 

□高低差の著しい箇所について作
成すること。 

□盛土部分は緑色、切土部分は茶
色で着色すること。 

□排水施設の平面図 

□排水施設の位置、□種類、□材料、 
□形状、□内法(のり)寸法、□勾配、 
□水の流れの方向、□吐口の位置、 
□放流先の名称、□流末保護方法 

□1/500 
以上 

※排水施設の設置が必要な場合のみ 
□排水施設が必要となる事象 
 

□排水施設の構造図 □全ての排水施設、□流末保護方法  ※排水施設の設置が必要な場合のみ 

□崖の断面図 

□崖の高さ、□勾配、□土質（土質の種類
が二以上であるときは、それぞれの土質及
びその地層の厚さ）、□盛土又は切土をす
る前の地盤面、□崖面の保護の方法、□段
切り、□排水施設、□のり面保護工 

□1/50 
以上 

※擁壁で覆われる崖面について
は、土質に関する事項は示すこ
とを要しない。 

□擁壁の断面図 

□擁壁の寸法及び勾配、□擁壁の材料の種
類及び寸法、□裏込めコンクリートの寸
法、□透水層の位置及び寸法、□擁壁を設
置する前後の地盤面、□基礎地盤の土質並
びに基礎ぐいの位置、材料及び寸法 

□1/50 
以上 

□大臣認定書（大臣認定擁壁の場
合） 

□擁壁の背面図 □擁壁の高さ、□水抜穴の位置、材料及び
内径、□透水層の位置及び寸法 

□1/50 
以上 

 

□崖面崩壊防止施設
の断面図 

□崖面崩壊防止施設の寸法及び勾配、 
□崖面崩壊防止施設の材料の種類及び寸
法、□崖面崩壊防止施設を設置する前後の
地盤面、□基礎地盤の土質並びに透水層の
位置及び寸法 

□1/50 
以上 

 

□崖面崩壊防止施設
の背面図 

□崖面崩壊防止施設の寸法、□水抜穴の位
置、□材料及び内径並びに透水層の位置及
び寸法 

□1/50 
以上 

□水抜穴及び透水層に係る事項に
ついては、必要に応じて記載す
ること。 

□構造計算書 

□擁壁の概要、□構造計画、□応力算定及
び断面算定 

 ※鉄筋コンクリート造又は無筋コンク
リート造の擁壁を設置する場合のみ 

□崖面崩壊防止施設の概要、□構造計画、
□応力算定及び断面算定（「擁壁が有する
崖の安定を保つ機能を損なう事象（盛土又
は切土をした後の地盤の変動、地盤の内部
への地下水の侵入又はその他、擁壁が有す
る崖の安定を保つ機能を損なう事象）」が
分かる書類を添付すること） 

 ※崖面崩壊防止施設の場合のみ 

□排水計算書 □勾配及び流速、□計算結果  ※排水施設の設置が必要な場合のみ 
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□安定計算書 
□土質試験その他の調査又は試験に基づく
地盤の安定計算 

 ※審査基準で安定計算が必要とな
る場合のみ 

□ボーリング柱状図、土質試験結
果（審査基準で求める場合）  

□土地の公図の写し □境界線赤枠明示  □３か月以内のもの 

□設計資格に関する
申告書 

（・卒業証明書 
 ・実務経歴証明書 
 ・資格、免許等の写

し） 

  □【細則様式第８号】 
※以下のいずれかに該当する場合 
①高さが 5ｍを超える擁壁の設置

の場合 
②盛土又は切土をする土地の面積

が 1,500 ㎡を超える土地にお
ける排水施設の設置の場合 

□写真 □土地および周囲の状況を明らかにするも
の 

 □基礎地盤の状況が確認できるよ
う雑草等を除去すること。 

□住民票の写し   ※許可申請者が個人の場合のみ。 
□３か月以内のもの。 

□登記事項証明書の
写し 

  ※許可申請者が法人の場合のみ。 
□３か月以内のもの 

□工事主の役員の住
民票の写し 

  ※許可申請者が法人の場合のみ。 
□３か月以内のもの 

□資金計画書   □【省令様式第３】 

□同意を得たことを
証する書類 

□工事区域内の土地について所有権、地上
権、質権、賃借権、使用貸借による権利又
はその他の使用及び収益を目的とする権利
を有する者の全ての同意 

 □【細則様式第７号】 
□実印を使用 
□同意者の印鑑登録証明書 
※抵当権、根抵当権、先取特権等の担
保物権に係る権利者の同意は不要 

□土地の登記事項証
明書の写し 

  □３か月以内のもの 

□住民への周知措置
を講じたことを証
する書類 

〈手続条例による場合〉 
□手続条例の承認通知書 

  

〈手続条例によらない場合〉 
①説明会開催の場合 

□開催の周知範囲が分かる位置図等 
□開催案内及び開催結果が分かる資料 

（説明会に用いた資料等） 
②書面配布の場合 

□配布した書面 
□配布範囲が分かる位置図等 

  

□法違反がないこと
の誓約書 

  □【細則様式第３号】 
□実印を使用 

□暴力団員等に該当
しない旨の誓約書 

  □【細則様式第４号】 
□実印を使用 

□印鑑証明書   ※工事主が個人の場合は印鑑登録証明書 

□役員等報告書   □【細則様式第５号】 
※工事主が法人の場合のみ。 

□経理的基礎申告書   □【細則様式第１号】 
□直前３年の各事業

年度における貸借
対照表、損益計算書 

  ※工事主が法人の場合のみ。 

□直前３年の法人税
の納税証明書 

  ※許可申請者が法人の場合のみ。 
□完納を確認できるもの 

□資産に関する調書   □【細則様式第２号】 
※工事主が個人の場合のみ。 

□直前３年の所得税
の納税証明書 

  ※工事主が個人の場合のみ。 
□完納を確認できるもの 

□工事施行者の能力
に関する申告書 

  □【細則様式第６号】 

□工事施行者の登記
事項証明書の写し 

  ※工事施行者が法人の場合のみ。 
□３か月以内のもの 

□工事施行者の住民
票の写し 

  ※工事施行者が個人の場合のみ。 
□３か月以内のもの 

□本チェックシート □全ての□にチェックをして提出する。   
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表５－６ 土石の堆積に関する工事の許可申請に必要な書類 
書類の名称 明示すべき事項 縮尺 備考 

□許可申請書   □【省令様式第４】 
□委任状   ※申請手続を委任する場合のみ。 

□位置図 
□方位 
□道路及び目標となる地物 

□
1/10,000 

以上 

 

□地形図（現況図） □方位、□土地の境界線（赤枠）、 
□地盤高（現況） 

□1/2,500 
以上 

□等高線は２ｍの標高差を示すも
のとすること。 

□土地の平面図 

□方位、□土地の境界線（赤枠）、 
□地盤高（現況）、 
□空地の位置、□柵その他これに類するも
のを設置する位置、□雨水その他の地表水
を有効に排除する措置を講ずる位置と内容 
 
【地盤勾配 1/10 超又は空地を確保できな
い場合】 
□堆積した土石の崩壊を防止するための措
置を講ずる位置と内容 

□1/500 
以上 

□定期報告の要否 
□断面図を作成した箇所に断面図

と照合できるように記号を付す
ること。 

□空地、雨水その他の地表水によ
る堆積した土石の崩壊を防止す
るための措置及び堆積した土石
の崩壊に伴う土砂の流出を防止
する措置については、申請書と
照合できるように番号を付する
こと。 

□土地の断面図 □土石の堆積をする前後の地盤面、□最大
堆積高さ 

□1/500 
以上 

 

□構造計算書 

□措置の概要、□構造計画、□応力算定、 
□断面算定 

 ※以下のいずれかの場合のみ 
①土石の堆積を行う面を堅固な構

造物で構築する（鋼板等を使用
したものであって、勾配が 1/10
以下のものに限る。）、又は、堆積
した土石の滑動を防ぐため又は
滑動する堆積した土石を支える
ための構造物を設置する場合 
②堆積した土石の周囲にその高さ

を超える鋼矢板等の設置措置を
講ずる場合 

□土地の公図の写し □境界線赤枠明示  □３か月以内のもの 

□写真 □土地および周囲の状況を明らかにするも
の 

 □基礎地盤の状況が確認できるよ
う雑草等を除去すること。 

□住民票の写し   ※許可申請者が個人の場合のみ。 
□３か月以内のもの。 

□登記事項証明書の
写し 

  ※許可申請者が法人の場合のみ。 
□３か月以内のもの 

□工事主の役員の住
民票の写し 

  ※工事主が法人の場合のみ。 
□３か月以内のもの 

□資金計画書   □【省令様式第５】 
□同意を得たことを

証する書類 
□工事区域内の土地について所有権、地上
権、質権、賃借権、使用貸借による権利又
はその他の使用及び収益を目的とする権利
を有する者の全ての同意 

 □【細則様式第７号】 
□実印を使用 
□印鑑登録証明書 
※抵当権、根抵当権、先取特権等
の担保物権に係る権利者の同意は
不要 

□土地の登記事項証
明書の写し 

  □３か月以内のもの 

□住民への周知措置
を講じたことを証
する書類 

〈手続条例による場合〉 
□手続条例の承認通知書 

  

〈手続条例によらない場合〉 
①説明会開催の場合 

□開催の周知範囲が分かる位置図等 
□開催案内及び開催結果が分かる資料 

（説明会に用いた資料等） 
②書面配布の場合 

□配布した書面 
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□配布範囲が分かる位置図等 
□法違反がないこと

の誓約書 
  □【細則様式第３号】 

□実印を使用 
□暴力団員等に該当

しない旨の誓約書 
  □【細則様式第４号】 

□実印を使用  
□印鑑証明書   ※工事主が個人の場合は印鑑登録証明書 

□役員等報告書   □【細則様式第５号】 
※工事主が法人の場合のみ。 

□経理的基礎申告書   □【細則様式第１号】 
□直前３年の各事業

年度における貸借
対照表、損益計算
書 

  ※工事主が法人の場合のみ。 

□直前３年の法人税
の納税証明書 

  ※工事主が法人の場合のみ。 
□完納を確認できるもの 

□資産に関する調書   【細則様式第２号】 
※工事主が個人の場合のみ。 

□直前３年の所得税
の納税証明書 

  ※工事主が個人の場合のみ。 
□完納を確認できるもの 

□工事施行者の能力
に関する申告書 

  □【細則様式第６号】 

□工事施行者の登記
事項証明書の写し 

  ※工事施行者が法人の場合のみ。 
□３か月以内のもの 

□工事施行者の住民
票の写し 

  ※工事施行者が個人の場合のみ。 
□３か月以内のもの 

□本チェックシート □全ての□にチェックをして提出する。   
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５－６ 許可申請手数料 
 許可申請時に必要な手数料は、表５－７又は表５－８のとおりです。 
 

表５－７ 【宅地造成、特定盛土等】手数料 
盛土又は切土をする土地の面積 手数料 

500 ㎡以内 26,000 円 
500 ㎡を超え 1,000 ㎡以内 35,000 円 
1,000 ㎡を超え 2,000 ㎡以内 58,000 円 
2,000 ㎡を超え 3,000 ㎡以内 73,000 円 
3,000 ㎡を超え 5,000 ㎡以内 110,000 円 
5,000 ㎡を超え 10,000 ㎡以内 130,000 円 
10,000 ㎡を超え 20,000 ㎡以内 210,000 円 
20,000 ㎡を超え 40,000 ㎡以内 270,000 円 
40,000 ㎡を超え 70,000 ㎡以内 380,000 円 
70,000 ㎡を超え 100,000 ㎡以内 510,000 円 
100,000 ㎡超え 630,000 円 

 
表５－８ 【土石の堆積】手数料 

土石の堆積をする土地の面積 手数料 
500 ㎡以内 13,000 円 
500 ㎡を超え 1,000 ㎡以内 15,000 円 
1,000 ㎡を超え 2,000 ㎡以内 22,000 円 
2,000 ㎡を超え 3,000 ㎡以内の 24,000 円 
3,000 ㎡を超え 5,000 ㎡以内 36,000 円 
5,000 ㎡を超え 10,000 ㎡以内 39,000 円 
10,000 ㎡を超え 20,000 ㎡以内 48,000 円 
20,000 ㎡を超え 40,000 ㎡以内 60,000 円 
40,000 ㎡を超え 70,000 ㎡以内 75,000 円 
70,000 ㎡を超え 100,000 ㎡以内 100,000 円 
100,000 ㎡超え 120,000 円 

 
注）変更許可申請手数料は、次の（ア）、（イ）、（ウ）を合算した額とします。 
（ア）工事の設計変更の場合は、土地の面積に応じ表５－７又は表５－８に規定する額の１０分の１ 
 （（イ）のみの変更の場合を除く。土地の面積は、縮小を伴う場合は縮小後、追加を伴う場合は追加前の面積とする） 
（イ）土地の追加に係る設計変更の場合は、追加される面積に応じ表５－７又は表５－８に規定する額 
（ウ）その他の変更については、１１，０００円 
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５－７ 標識の掲示 
 許可を受けた工事主又は届出をした工事主は、工事に着手する前に、見やすい場所に図
５－３に示す標識を設置してください（宅地造成又は特定盛土等:省令様式第２３、土石
の堆積:省令様式第２４）。 
 

図５－３ 標識 
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５－８ 変更許可及び変更届 
 許可後に宅地造成等に関する工事の計画を変更しようとするときは、表５－９のとおり変
更許可の申請又は変更の届出を行ってください。技術基準への適合、設計者の資格、許可証
の交付については、当初の許可と同様の基準で行います。なお、開発許可によるみなし許可
を受けた場合、開発許可の変更許可・届出を行ったときは、盛土規制法の変更許可・届出を
したものとみなします。 
 なお、工事主、設計者又は工事施行者の氏名若しくは名称又は住所の変更については、法
人格の変更がないものの、名称や住所が変更となった場合や、相続等で一般承継した場合な
どが該当し、工事主、設計者又は工事施行者そのものが変更となる場合は、新規に許可を取
得する必要がありますので注意してください。 
 

表５－９ 
手続区分 変更内容 備考 様式 
変更許可 下記以外の工事計画の変更  省令様式第７ 

（宅地造成又は特定盛土等） 
省令様式第８ 
（土石の堆積） 

変更届 

①工事主、設計者又は工事
施行者の氏名若しくは名称
又は住所の変更 

 
 

細則様式第９号 

②工事の着手予定年月日又
は工事の完了予定年月日の
変更 

土石の堆積においては、変更後
の工事予定期間が変更前の工事
予定期間を超えないものに限る 
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６ 定期報告及び検査等 
６－１ 定期報告 

定期報告は、表６－１の対象規模に該当する場合に、工事の進捗状況等について定期報
告書を用いて報告を行うものです。定期報告の対象となる報告事項は、報告の時点におけ
る盛土、切土又は土石の堆積の高さ、面積及び土量、並びに擁壁等（鋼矢板や構台等）に
関する工事の進捗状況となります。なお、定期報告の結果により対策が必要と判断される
場合は、必要な対策を講じなければなりません。 
 

表６－１ 定期報告について 
行為 報告を要する規模 報告事項 提出書類 報告の期間 

宅地造成
又は特定
盛土等 

①盛土で高さ 2m 超の崖  
②切土で高さ 5m 超の崖  
③盛土と切土を同時に行って、高さ

5m 超の崖（①、②を除く） 
④盛土で高さ 5m 超（①、③を除く） 
⑤盛土又は切土の面積 3,000 ㎡超
（①～④を除く）  

報告時点における盛土の
高さ・面積・土量、擁壁
等に関する工事の施行状
況 
 

細則様式第 10 号、盛
土、切土をしている
土地の写真、報告対
象を明示した平面図 

許可日から３か月ごと 
（常に３か月以内に提
出が必要。） 

土石の堆
積 

①堆積の高さ 5m 超かつ面積 
1,500 ㎡超  

②堆積の面積 3,000 ㎡超 

報告時点における土石の
堆積の高さ・面積・土量、
前回から新たに堆積・除
却された土石の土量 

細則様式第 11 号、土
石の堆積を行ってい
る土地及びその周辺
の写真 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



- 22 - 

６－２ 中間報告 
 宅地造成又は特定盛土等に対しては、許可の際に表６－２の重要工程の報告義務を付すこ
とがあります。その場合は、各工程が完了したら、記載の書類を遅滞なく提出してください。 
 

表 6－2 中間報告 
重要工程 報告内容 提出書類 

基礎地盤 傾斜地における段切りの施行状況 ・スタッフ等により幅と高さを撮影した写真 

排水層 盛土内排水層の施行状況 
・スタッフ等により厚さ、延⾧⾧さを撮影した写真 
・材料を撮影した写真 
・小段ごとに設置されていることを撮影した写真 

盛土 盛土の締固め状況 

・スタッフ等により巻出し厚が 30cm 以下となっていることを撮
影した写真 

・締固めが行われていることを撮影した写真 
・盛土が所定の締固め度を有していることを示す書類 

擁壁 

現場打ち擁壁の施行状況 

・基礎地盤が所定の支持力を有していることを示す書類 
・鉄筋種類、鉄筋径、配筋間隔、かぶり厚さが設計内容と整合し

ていることを撮影した写真 
・裏込め砕石又は透水マットが設計内容通り施行されていること

を撮影した写真 

プレキャスト擁壁の施行状況 
・基礎地盤が所定の支持力を有していることを示す書類 
・裏込め砕石又は透水マットが設計内容通り施行されていること

を撮影した写真 
練積み擁壁の施行状況 ・裏込め砕石が設計内容通り施行されていることを撮影した写真 
崖面崩壊防止施設の施行状況 ・設計どおりの部材を用いて施行されていることを撮影した写真 
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６－３ 中間検査 
中間検査は、盛土及び切土における暗渠排水等の排水施設を設置する工事の工程が含ま

れており、表６－３の対象規模（定期報告と同規模）を超える場合に必要となります。こ
れは、施行後に確認することのできない箇所について行うものであり、盛土及び切土の安
定性にかかわる重要な検査となります。中間検査後の工程に係る工事は、中間検査合格証
の交付を受けた後でなければできません。 なお、土石の堆積には中間検査はありません。 

また、中間検査の結果により是正が必要と判断される場合は、是正後に改めて再検査を
実施し、検査完了後に次の工程に進むこととなります。 
 

表６－３中間検査の対象規模等 
行為 検査を要する規模 対象工程 提出書類 検査申請時期 

宅地造成又は
特定盛土等 

①盛土で高さ 2m 超の崖  
②切土で高さ 5m 超の崖  
③盛土と切土を同時に行って、高さ 5m
超の崖（①、②を除く）  
④盛土で高さ 5m 超（①、③を除く）  
⑤盛土又は切土の面積 3,000 ㎡超（①～
④を除く） 

盛土前又は切土後
の地盤面に暗渠排
水管を配置する場
合 

省令様式第 13、検
査対象を明示した平
面図 

暗渠排水管配置完
了から 4 日以内 

 
 
６－４ 完了検査等 

当該工事が開発事業等の許可の内容に適合していることを判定するため、表６－４のと
おり、宅地造成又は特定盛土等の場合は完了検査、土石の堆積の場合は確認を実施しま
す。 

 
表６―４ 

行為 区分 申請書類 交付書類 検査申請時期 添付書類 

宅地造成又は特定盛土等 検査 様式第９ 検査済証 工事完了から 
4 日以内 

着手前から完了までの施行状況がわかる一連の
写真、不可視部の写真（中間検査、定期報告、
中間報告で提出済なら省略可） 土石の堆積 確認 様式第 11 確認済証 

 
検査・定期報告は、工事の施行全般に対して効率的かつ確実に行い、その実施に当たっ

ては、特に、次の各事項に留意する必要があります。  
１）工事内容、堆積形状、出来形等について裏付けとなる関係図書を整備すること 
２）堆積した土石の運用状況を正確に報告し、計画から逸脱していないか確認できること  
３）検査又は確認の結果、不適当な箇所がある場合には、速やかに必要な対策を講じ、再

度、検査又は確認を受けること 
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７ 手続一覧 
宅地造成、特定盛土等及び土石の堆積に関する工事の許可申請（法第 12 条第 1 項、 

法第 30 条第 1 項）のほか、必要に応じて次の手続が必要となります。 
 

表７－１ 手続一覧 
 手続の種類 根拠法令等 様式 

許
可
申
請
・
届
出 

当
初 

宅地造成等に関する工事の許可 法第 12 条第１項 省令様式第２（宅地造成又は特定盛土等） 
省令様式第４（土石の堆積） 

特定盛土等又は土石の堆積に関する工事の許可 法第 30 条第１項 

変
更 

宅地造成等に関する工事計画の変更許可 法第 16 条第１項 省令様式第７（宅地造成又は特定盛土等） 
省令様式第８（土石の堆積） 特定盛土等又は土石の堆積に関する工事計画の変更

許可 
法第 35 条第１項 

宅地造成等に関する工事計画の軽微な変更の届出 法第 16 条第２項 細則様式第９号 
特定盛土等又は土石の堆積に関する工事計画の軽微
な変更の届出 

法第 35 条第 2 項 

標
識
の

掲
示 

標識の掲示 法第 49 条 省令様式第２３（宅地造成又は特定盛土
等） 
省令様式第２４（土石の堆積） 

工
事
等
の
届
出 

当
初 

工事等の届出注１ 
（宅地造成等工事規制区域内で、高さ 2ｍ超の擁
壁、排水施設等の全部又は一部の除去工事をする場
合） 

法第 21 条第３項 省令様式第１７ 

工事等の届出注１ 
（特定盛土等規制区域内で、高さ 2ｍ超の擁壁、排
水施設等の全部又は一部の除去工事をする場合） 

法第 40 条第３項 

工事等の届出  
（宅地造成等工事規制区域内で、公共施設用地を宅
地又は農地等に転用した場合）  

法第 21 条第４項 省令様式第１８ 

工事等の届出  
（特定盛土等規制区域内で、公共施設用地を宅地又 
は農地等に転用した場合） 

法第 40 条第４項 

中
間 

検
査 

宅地造成又は特定盛土等に関する工事の中間検査 法第 18 条第１項 省令様式第１３ 
特定盛土等に関する工事の中間検査 法第 37 条第１項 

定
期 

報
告 

宅地造成等に関する工事の定期報告 法第 19 条第１項 細則様式第１０号 
特定盛土等又は土石の堆積に関する工事の定期報告 法第 38 条第１項 細則様式第１１号 

完
了
検
査
等 

宅地造成又は特定盛土等に関する工事完了の検査 法第 17 条第１項 省令様式第９ 
特定盛土等に関する工事完了の検査 法第 36 条第１項 
土石の堆積に関する工事の確認 法第 17 条第４項 

法第 36 条第４項 
省令様式第１１ 

注１ 規制区域の指定前に設置された擁壁等を除去する場合も届出対象。 
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改めて、許可、中間検査、定期報告、完了検査の必要な規模を表７－２にまとめます。 
 

表７－２ 
区域 行為 許可 中間検査 定期報告 完了検査等 

宅
造
区
域
・
特
盛
区
域 

宅地
造成 
 

①盛土で高さ１ｍ超の崖ができる工事 
②切土で高さ２ｍ超の崖ができる工事 
③盛土と切土を同時に行い高さ２ｍ超
の崖ができる工事（①、②以外） 
④盛土で高さ２ｍ超の工事(①、③以
外) 
⑤①~④以外で盛土又は切土を行う土
地の面積 500 ㎡超の工事（高さ 30cm
超の盛土又は切土に限る） 

①盛土で高さ２ｍ超の崖ができる工事 
②切土で高さ５ｍ超の崖ができる工事 
③盛土と切土を同時に行い高さ５ｍ超の崖
ができる工事（①、②以外） 
④盛土で高さ５ｍ超の工事(①、③以外) 
⑤①~④以外で盛土又は切土を行う土地の
面積 3,000 ㎡超の工事（高さ 30cm 超の
盛土又は切土に限る） 

許可対象全
て 
 

特定
盛土
等 

土石
の堆
積 

①高さ２ｍ超かつ面積 300 ㎡超の工事 
②面積 500 ㎡超の工事（高さ 30cm 超
の堆積に限る） 

事後確認が可能な
ため対象外 

①高さ５ｍ超かつ面
積 1,500 ㎡超の工事 
②面積 3,000 ㎡超の
工事（高さ 30cm 超
の堆積に限る） 

許可対象全
て 

 
 
8 その他の留意事項 
１）不正な手段により許可を受けた場合、許可を取消すことがあります。 
２）無許可で施行する工事、許可条件に違反する工事、技術基準に不適合の工事、必要な中間

検査を受けないで施行する工事に対しては、工事の停止又は災害防止措置を命ずることが
あります。 

３）災害防止のため必要がある場合は、土地の所有者、管理者、占有者、工事主又は工事施行
者（以下、土地所有者等）に対し、災害の防止のため必要な措置をとることを勧告する場
合があります。 

４）宅地造成等に伴う災害の発生のおそれが大きい場合は、土地所有者等に対して、必要な工
事を行うことを命ずる場合があります。 

５）許可又は検査を行うため、職員が土地に立ち入ることがあります。 
６）土地所有者等に対して、工事状況の報告を求める場合があります。 
７）同法への違反者に対しては、違反した内容に応じて、最大３年以下の懲役又は1,000万円

以下（法人に対しては３億円以下）の罰金が規定されています。 
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